
そ
の
他
告
示

令和年月日 水曜日 第号官 報

科
学
技
術
に
お
け
る
研
究
開
発
の
た
め
の
協
力
に

関
す
る
日
本
国
政
府
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政
府
と

の
間
の
協
定
の
有
効
期
間
の
延
長
及
び
一
部
改
正

に
関
す
る
議
定
書

日
本
国
政
府
及
び
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政
府
は
、

千
九
百
八
十
八
年
六
月
二
十
日
に
ト
ロ
ン
ト
で
署
名
さ

れ
、
千
九
百
九
十
三
年
六
月
十
六
日
に
ワ
シ
ン
ト
ン
で
作

成
さ
れ
た
議
定
書
、
千
九
百
九
十
八
年
六
月
十
六
日
に
ワ

シ
ン
ト
ン
で
作
成
さ
れ
た
議
定
書
、
千
九
百
九
十
九
年
三

月
十
九
日
に
ワ
シ
ン
ト
ン
で
作
成
さ
れ
た
議
定
書
及
び
同

年
五
月
十
九
日
に
ワ
シ
ン
ト
ン
で
作
成
さ
れ
た
議
定
書
に

よ
り
延
長
さ
れ
、
同
年
七
月
十
六
日
に
ワ
シ
ン
ト
ン
で
作

成
さ
れ
た
議
定
書
に
よ
り
延
長
さ
れ
、
及
び
改
正
さ
れ
、

二
千
四
年
七
月
十
九
日
に
ワ
シ
ン
ト
ン
で
作
成
さ
れ
た
議

定
書
に
よ
り
延
長
さ
れ
、
二
千
十
四
年
四
月
二
十
三
日
に

東
京
で
作
成
さ
れ
た
議
定
書
に
よ
り
延
長
さ
れ
、
二
千
二

十
四
年
七
月
十
五
日
に
ワ
シ
ン
ト
ン
で
作
成
さ
れ
た
議
定

書
に
よ
り
延
長
さ
れ
、
並
び
に
二
千
二
十
六
年
一
月
十
六

日
に
東
京
で
作
成
さ
れ
た
議
定
書
に
よ
り
延
長
さ
れ
た
科

学
技
術
に
お
け
る
研
究
開
発
の
た
め
の
協
力
に
関
す
る
日

本
国
政
府
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政
府
と
の
間
の
協
定
（
以

下
「
協
定
」
と
い
う
。）の
有
効
期
間
が
二
千
二
十
六
年
十

月
二
十
日
に
終
了
す
る
こ
と
を
認
識
し
、

協
定
第
九
条
２
の
規
定
に
従
っ
て
行
動
し
て
、

次
の
と
お
り
協
定
し
た
。

第
一
条

協
定
第
五
条
１
並
び
に
第
九
条
１
及
び
２
を
次
の
よ
う

に
改
め
る
。

１

協
定
第
五
条
１
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

１

両
締
約
国
政
府
は
、
合
同
高
級
委
員
会
を
設
置
す

る
。
合
同
高
級
委
員
会
は
、
両
締
約
国
政
府
の
適
当

な
高
い
レ
ベ
ル
の
代
表
者
を
共
同
議
長
と
す
る
。
日

本
国
政
府
側
の
議
長
は
、
外
務
大
臣
又
は
そ
の
選
定

す
る
者
と
す
る
。
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政
府
側
の
議
長

は
、
科
学
技
術
政
策
局
長
又
は
そ
の
選
定
す
る
者
と

す
る
。

２

協
定
第
九
条
１
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

１

こ
の
協
定
は
、
署
名
に
よ
り
効
力
を
生
じ
、
終
了

す
る
時
ま
で
効
力
を
有
す
る
。
い
ず
れ
の
締
約
国
政

府
も
、
他
方
の
締
約
国
政
府
に
対
し
、
い
つ
で
も
こ

の
協
定
を
終
了
さ
せ
る
意
思
を
書
面
に
よ
り
通
告
す

る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
し
、
そ
の
場
合
に
は
、
こ

の
協
定
は
、
そ
の
よ
う
な
通
告
が
行
わ
れ
た
日
の
後

六
箇
月
で
終
了
す
る
。

３

協
定
第
九
条
２
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

２

こ
の
協
定
は
、
両
締
約
国
政
府
間
の
相
互
の
合
意

に
よ
り
改
正
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
二
条

協
定
附
属
書
Ⅳ
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

附
属
書
Ⅳ

知
的
財
産
に
対
す
る
権
利

Ⅰ

一
般
的
義
務

両
締
約
国
政
府
は
、
こ
の
協
定
及
び
関
係
実
施
取

極
に
基
づ
い
て
創
出
さ
れ
、
又
は
提
供
さ
れ
る
知
的

財
産
の
適
切
か
つ
効
果
的
な
保
護
を
確
保
す
る
。
当

該
知
的
財
産
に
対
す
る
権
利
は
、
こ
の
附
属
書
の
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
配
分
す
る
。

Ⅱ

適
用
範
囲

Ａ

こ
の
附
属
書
の
規
定
は
、
両
締
約
国
政
府
又
は

そ
れ
ら
の
選
定
す
る
者
が
別
段
の
合
意
を
す
る
場

合
を
除
く
ほ
か
、
こ
の
協
定
に
基
づ
い
て
行
わ
れ

る
全
て
の
協
力
活
動
に
適
用
さ
れ
る
。

Ｂ

こ
の
協
定
の
適
用
上
、「
知
的
財
産
」
と
は
、
千

九
百
六
十
七
年
七
月
十
四
日
に
ス
ト
ッ
ク
ホ
ル
ム

で
作
成
さ
れ
た
世
界
知
的
所
有
権
機
関
を
設
立
す

る
条
約
第
二
条
に
掲
げ
る
対
象
事
項
を
い
い
、
両

締
約
国
政
府
が
合
意
す
る
そ
の
他
の
対
象
事
項
を

含
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

Ｃ

各
締
約
国
政
府
は
、
必
要
に
応
じ
、
自
国
の
参

加
者
と
の
契
約
そ
の
他
の
法
的
手
段
を
通
じ
て
、

他
方
の
締
約
国
政
府
が
こ
の
附
属
書
の
規
定
に
基

づ
い
て
配
分
さ
れ
る
知
的
財
産
に
対
す
る
権
利
を

取
得
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
を
確
保
す
る
。
こ

の
附
属
書
の
規
定
は
、
締
約
国
政
府
と
そ
の
参
加

者
と
の
間
に
お
け
る
当
該
締
約
国
政
府
の
国
の
法

令
及
び
慣
行
に
よ
っ
て
決
定
す
る
配
分
を
変
更

し
、
又
は
妨
げ
る
も
の
で
は
な
い
。

Ｄ

こ
の
協
定
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
場
合
を
除
く

ほ
か
、
こ
の
協
定
の
下
で
生
ず
る
知
的
財
産
に
関

す
る
紛
争
は
、
関
係
す
る
参
加
機
関
の
間
又
は
必

要
に
応
じ
、
両
締
約
国
政
府
間
若
し
く
は
そ
れ
ら

の
選
定
す
る
者
の
間
の
討
議
を
通
じ
て
解
決
さ
れ

る
も
の
と
す
る
。
紛
争
は
、
両
締
約
国
政
府
間
の

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
政
令
は
、
国
家
社
会
機
能
継
続
性
確
保
施
策
及
び
副
首
都
の
整
備
に
係
る
施
策
の
推
進
に
関
す
る
法
律
の
施

行
の
日
（
令
和
八
年
十
月
三
十
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
職
員
の
退
職
管
理
に
関
す
る
政
令
の
一
部
改
正
）

２

職
員
の
退
職
管
理
に
関
す
る
政
令
（
平
成
二
十
年
政
令
第
三
百
八
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
一
内
閣
の
項
中
「
船
舶
活
用
医
療
推
進
本
部
に
置
か
れ
る
事
務
局
」
を
「
船
舶
活
用
医
療
推
進
本
部
に
置

国
家
社
会
機
能
継
続
性
確
保
施

か
れ
る
事
務
局

策
・
副
首
都
整
備
推
進
本
部
に
置
か
れ
る
事
務
局
」
に
改
め
る
。

（
特
定
秘
密
の
保
護
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
改
正
）

３

特
定
秘
密
の
保
護
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
平
成
二
十
六
年
政
令
第
三
百
三
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改

正
す
る
。

第
一
条
中
「
人
工
知
能
戦
略
本
部
」
の
下
に
「
、
国
家
社
会
機
能
継
続
性
確
保
施
策
・
副
首
都
整
備
推
進
本
部
」

を
加
え
る
。

内
閣
総
理
大
臣

高
市

早
苗

経
済
施
策
を
一
体
的
に
講
ず
る
こ
と
に
よ
る
安
全
保
障
の
確
保
の
推
進
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る

政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

令
和
八
年
十
月
二
十
八
日

内
閣
総
理
大
臣

高
市

早
苗

政
令
第
三
百
三
十
六
号

経
済
施
策
を
一
体
的
に
講
ず
る
こ
と
に
よ
る
安
全
保
障
の
確
保
の
推
進
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
を
改
正

す
る
政
令

内
閣
は
、
経
済
施
策
を
一
体
的
に
講
ず
る
こ
と
に
よ
る
安
全
保
障
の
確
保
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
令
和
四
年
法
律

第
四
十
三
号
）
第
七
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

経
済
施
策
を
一
体
的
に
講
ず
る
こ
と
に
よ
る
安
全
保
障
の
確
保
の
推
進
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
令
和
四
年
政
令
第

三
百
九
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
第
十
三
号
中
「
人
工
呼
吸
器
」
の
下
に
「
及
び
体
外
式
膜
型
人
工
肺
」
を
加
え
る
。

附

則

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

内
閣
総
理
大
臣

高
市

早
苗

〇
金
融
庁
告
示
第
七
十
八
号

保
険
業
法
（
平
成
七
年
法
律
第
百
五
号
）
第
百
三
十
二

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
令
和
八
年
十
月
九
日
、
プ
ル

デ
ン
シ
ャ
ル
生
命
保
険
株
式
会
社
及
び
ジ
ブ
ラ
ル
タ
生
命

保
険
株
式
会
社
に
対
し
、
令
和
八
年
十
月
十
三
日
か
ら
令

和
九
年
一
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
、
業
務
の
一
部
の
停
止

を
命
じ
た
の
で
、
同
法
第
二
百
七
十
四
条
第
一
号
の
規
定

に
基
づ
き
、
次
の
と
お
り
告
示
す
る
。

令
和
八
年
十
月
二
十
八
日金

融
庁
長
官

伊
藤

豊

業
務
の
一
部
の
停
止
の
範
囲

保
険
募
集
及
び
保
険
契
約
の
締
結
（
当
局
が
契
約
者
保

護
の
観
点
か
ら
必
要
と
さ
れ
る
業
務
と
し
て
個
別
に
認
め

た
も
の
を
除
く
。）

〇
外
務
省
告
示
第
三
百
二
十
五
号

令
和
八
年
十
月
二
日
に
東
京
で
、
科
学
技
術
に
お
け
る

研
究
開
発
の
た
め
の
協
力
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
ア
メ

リ
カ
合
衆
国
政
府
と
の
間
の
協
定
の
有
効
期
間
の
延
長
及

び
一
部
改
正
に
関
す
る
議
定
書
の
署
名
が
行
わ
れ
、
同
議

定
書
は
、
同
日
に
効
力
を
生
じ
た
。

令
和
八
年
十
月
二
十
八
日

外
務
大
臣

茂
木

敏
充




		2026-10-27T14:38:38+0900
	C＝JP,O＝Cabinet Office,CN＝Cabinet Office
	NationalPrintingBerau
	内閣府より署名済み


	



